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貸付債権譲渡契約
[(((]（以下「譲渡人」という。）及び[(((]（以下「譲受人」という。）は、譲渡人と譲受人との間で成立したRAST（下記において定義する。）の条件に基づき本契約第2条第3項に特定する貸付債権の譲渡を譲渡人と譲受人との間で実行するに際して、2010年●月●日付けで、以下の条項により、本貸付債権譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条（定義）
文脈上別意に解釈すべき場合を除き、以下の用語は本契約においては以下の意味を有する。

「営業日」とは、日本国内の銀行の休業日以外の日をいう。
「関連会社」とは、ある者（本定義において「当該当事者」という。）にとって以下のいずれかに該当する法人をいう。
①　当該当事者によって直接若しくは間接に支配される法人
②　当該当事者を直接若しくは間接に支配する法人
③　上記②によって直接又は間接に支配されている当該当事者以外の法人
ここで、ある法人又は当該当事者を「支配」するとは、かかる法人又は当該当事者の議決権の過半数を所有することをいう。
「原貸付人」とは、原債権に係る貸付を原債務者に対し実行した者をいう。
「原債権」とは、譲渡される債権として第2条第3項に記載される貸付債権をいう。
「原債権等」とは、原債権及び随伴担保・保証をいう。
「原債務者」とは、原債権の債務者をいう。
「原債務者等」とは、原債務者、随伴担保・保証の担保提供者及び保証人、並びに原債務者の原債権に係る履行義務又は責任を負うその他の者をいう。
「債権引渡日」とは、本契約第2条第2項において債権引渡日と定める日をいう。
「随伴担保・保証」とは、原債権の譲渡に伴い、譲渡人から譲受人に移転又は譲渡される担保権又は保証として、第2条第4項で定める原債権に係る担保権又は保証をいう。

「特定関連原契約書等」とは、第2条第3項に記載される原債権等に関する合意書、契約書、書面その他の文書を意味する。
「本件オークション」とは、原債務者の債務に関して、本件オークション条件書に従って開催されるオークション（CDS定義集において「Auction」と定義される。）をいう。
「本件オークション条件書」とは、国際スワップ・デリバティブ協会（International Swaps and Derivatives Association, Inc.）が2010年[(]月[(]日に公表した2010 Japan Airlines Corporation Credit Derivatives Auction Settlement Termsをいう。
「CDS定義集」とは、国際スワップ・デリバティブ協会（International Swaps and Derivatives Association, Inc.）が公表した、2003 Credit Derivatives Definitions（2009年7月14日に同協会より公表された2009 ISDA Credit Derivatives Determinations Committees, Auction Settlement and Restructuring Supplement to the 2003 ISDA Credit Derivatives Definitionsにより補完されたもの）をいう。
「RAST」とは、譲渡人をBuyer、譲受人をSellerとして、Representative Auction Settled Transaction（本件オークション条件書にて定義される。）の条件において本件オークション条件書に基づき本件オークションの下で成立する二当事者間の契約をいう。
第2条（原債権の譲渡）
1.
譲受人及び譲渡人は、本契約を締結することで、譲渡人が、本契約及びRASTに定める条件に従い、債権引渡日に原債権を譲受人に譲渡することに同意する。
2.
債権引渡日は[(]年[(]月[(]日とする。

3.
本契約に係る原債権の詳細は以下のとおりとする。

	原債務者：
	株式会社日本航空

	貸付金の種類：
	タームローン

	貸付実行日：
	[(]年[(]月[(]日

	満期日：
	[(]年[(]月[(]日

	当初元本金額：
	[(]円

	元本返済条件：
	[満期一括返済／分割返済]

	元本残高（債権引渡日時点）：
	[(]円

	利率及び利払条件：
	[(]

	譲渡する貸付金元本金額：
	[(]円

	特定関連原契約書等の詳細：
	原債務者と原貸付人との間で、締結した[(]年[(]月[(]日付[契約の名称]
[(]


4.
本契約に係る随伴担保・保証は以下のとおりとする。
[(]

第3条（文書の引渡）
1.
譲渡人は、債権引渡日までに、特定関連原契約書等の原本（又は、原本を引き渡せない場合はその原本証明付の写し）を譲受人に引き渡すものとする。 

第4条（原債権及び随伴担保・保証の譲渡に係る対抗要件具備）
1.
譲渡人及び譲受人は、以下のとおり原貸付金債権の譲渡の対抗要件を具備することに合意する。
(1) 債権引渡日までに、原債権の譲渡に係る債務者対抗要件が具備されるものとする。
(2) 債権引渡日までに、原債権の譲渡に係る第三者対抗要件が具備されるものとする。
(3) [原債務者に対して、確定日付のある証書によって原債権の譲渡を通知することで、民法第467条に従い対抗要件が具備されるものとする。譲渡人は、原債務者への当該通知の写しを譲受人に提供するものとする。]
2.
随伴担保・保証の譲渡の対抗要件具備の手続は、特定関連原契約書等に基づき、譲受人が行うものとし、譲渡人は、合理的に実行可能であり、かつ随伴担保・保証の譲渡の対抗要件具備に必要な限度で譲受人に協力する。

3.
譲渡人及び譲受人は、原債務者の更生手続における原債権の届出名義の変更を行うため、債権引渡日（又は同日による届出が不可能な場合には、譲渡人及び譲受人が別途合意した日）に会社更生法第141条に従って東京地方裁判所に対して届出を行うものとする。

第5条（秘密保持）

1.
本契約の当事者（以下「受領当事者」という。）は、本契約の他方当事者（以下「情報提供当事者」という。）から受領当事者が受領した原債権に関する情報（特定関連原契約書等に含まれる情報を含むがこれに限定されない。）について、以下に定める場合を除き、情報提供当事者の事前の書面による同意なくして、第三者に開示してはならないものとする。
(1)
受領当事者が当該情報を取得した時点で既に当該情報が公知であった場合、又は当該情報を取得した後、当該情報が自己の責めによらずして公知となった場合。
(2)
受領当事者が情報提供当事者から当該情報を受領する以前に既に同じ情報を入手していた場合。
(3)
受領当事者が情報提供当事者から当該情報を受領した後に、独自に第三者から同じ情報を入手した場合。
(4)
法令上、行政上、若しくは裁判上の手続又は監督当局（自主規制団体を含む。）からの要請に関連して当該情報を開示する場合。
(5)
受領当事者が、当該情報を、合理的に必要と認められる範囲で、自己の株主（組合員、社員その他の出資者を含む。）、関連会社、取締役、理事その他の役員又は従業員に対して開示する場合。

(6)
受領当事者が、当該情報を、合理的に必要と認められる範囲で、弁護士、公認会計士、税理士その他の専門家に対して開示する場合。但し、情報の開示を受ける者が、法令上守秘義務を負うものでない場合には、受領当事者は、本条と同様の守秘義務を当該開示を受ける者に課した上で開示するものとする。
(7)
受領当事者が、原債権を第三者に譲渡するために合理的に必要とされる範囲で、原債権の買主又は譲受人となろうとする者及びかかる取引の仲介を行う者に対して、本条と同様の守秘義務を書面にて課した上で開示する場合。
2.
本条第1項に定める義務は、以下のうちいずれか早く到来する日をもって効力を失い、消滅するものとする。

(1)
株式会社企業再生支援機構が解散する日

(2)
株式会社企業再生支援機構が、原債務者に対する債権又は原債務者の株式若しくは持分の全ての処分を決定し、その事実を原債権の債権者に書面により通知した日から3年後の応当日
第6条（その他）
1.
本契約の締結及び履行に係る費用（本契約第4条第2項に基づく随伴担保・保証の譲渡に関する対抗要件具備に要する費用を除き、本契約第4条第1項に基づく原債権の譲渡に関する対抗要件具備に要する費用及び同条第3項に基づく届出に要する費用を含むが、これに限らない。）は、譲受人及び譲渡人が折半して負担するものとする。
2.
本契約第4条第2項に基づく随伴担保・保証の譲渡に関する対抗要件具備に要する費用（特定関連原契約書等に基づき原債務者が負担すべき費用を除く。）は、譲受人が負担するものとする。
3.
本契約の各条項は、譲渡人及び譲受人が書面により合意する場合に限り、これを変更することができる。
4.
本契約に基づき本契約の当事者に対してなされる通知（本契約により引渡義務のある文書を含む。）は、(1) 書面（特定関連原契約書等及び本契約第4条に基づき提供される書面を除き、英語によるものとする。）により、(2) 各当事者につき下記の住所宛に、(3) 手交若しくは郵便その他の配達サービスによるか、又はファクシミリ送信によるものとする（ただし、ファクシミリ送信の場合は、その原本もその他のいずれかの方法により届けるものとする。）。
譲渡人による通知の宛先：[(]
譲受人による通知の宛先：[(]

譲渡人又は譲受人が通知先住所を変更した場合、当該当事者は直ちに、他方当事者に対して書面にて当該変更を通知するものとする。譲渡人及び譲受人は、他方当事者が変更の通知をしない限り、他方当事者の通知先住所は変更されていないとみなすことができるものとする。
5.
本契約の各条項の見出しの内容及び規定の順序は、本契約の当事者の参照のために便宜的に設定されたものであり、本契約の解釈にいかなる影響をも及ぼすものではない。
6.
譲渡人又は譲受人が、本契約により定められた他方当事者に対する権利の全部若しくは一部を行使しないこと、又は当該権利行使の時機が遅れたことは、いかなる場合であっても当該権利行使を放棄したもの、又は当該他方当事者の義務を免除ないし軽減したものとは解されず、当該権利又は義務にいかなる効果も与えない。
7.
本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関して生じる紛争については、東京地方裁判所を非専属的合意管轄裁判所とする。
上記を証するため、本契約書2通を作成し、各当事者記名捺印又は署名の上、各1通を保有する。
日付：[(]年[(]月[(]日

譲渡人：



___________________________________

譲受人： 




___________________________________
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